
とちぎの木材を使用し家を建築する建築主の方に、県が補助します
～令和５(202３)年度とちぎ材の家づくり支援事業（新築事業・第四期第３回）～

補助金額は、その住宅の使用木材における県産出材の
使用量により８段階に分けられます。

１ 補助金の対象

３ 補助金額

４ 補助要件

５ 対象戸数及び募集期間

第四期第３回募集 新築 30戸程度（県産出材使用量の多い順に採択します（別途優先採択要件あり））

県産石材・県産漆喰・伝統工芸品 30戸程度

募集期間 令和６（2024）年２月１日（木）から令和６（2024）年２月21日（水）まで

【受付時間：上記期間の平日8時30分～17時】

６ 申請書の提出先

栃木県木材業協同組合連合会
〒３２１－２１１８ 宇都宮市新里町丁２７７－１

０２８－６５２－３６８７

県内における、補助要件を満たす木造住宅の建築

※補助対象は、交付申請後に土台着手するものとなります。

➪右図

２ 補助金交付の申請者

注文住宅の建築主

①県産石材（大谷石・芦野石・深岩石）5㎡以上 ②県産漆喰40㎡以上 ③伝統工芸品（鹿沼組子、
日光彫）2㎡以上 のいずれかを内装材等に使用すると、上記補助金額に10万円上乗せします。
※補助金の交付の決定後、県産出材使用量が減り、該当区分を下回る場合、減額となります。
なお、事業実績において、県産出材使用量が増え、該当区分を上回る場合でも、交付決定額の増額は行いません。

以下に該当する場合、県産出材使用量に関わらず
優先項目が多い順に採択します。(詳細は実施要領参照)

①災害等による罹災証明書被交付者であること
②県内に主たる営業所(本店)を有する建築業者による施工
③梁桁に県産出材を４㎥以上かつ50%以上使用すること
④構造材に県産森林認証材又は県産JAS材を４㎥以上
使用すること
⑤３世代が同居又は近居であること

要 件 補助対象とならない場合（例示）

１ 申請者が生活の本拠として速やかに居住するものであること。
・別荘などのセカンドハウス
・建築主が居住しない場合（貸家など）

２ ①木造住宅であって、原則として軸組工法であること。
②一戸建の住宅であること。

・長屋建・共同住宅 など

３ 棟別の新築 ・既存住宅の増築（「離れ」を含む。）

４ 延べ面積 30㎡以上（車庫部分を除く。）
・ガレージ部分の面積を除くと30㎡
未満となる場合

５ ①使用木材（構造材、下地材、造作材）に合法木材を使用すること。
②県産出材を５㎥以上使用すること。
③使用木材の55％以上（材積）に県産出材を使用すること。
④構造材の60％以上（材積）に県産出材を使用すること。
（➪裏面参照）

・合法木材・県産出材を証明できない
納材業者から納材を受ける場合など

７ 建設業許可業者（建築一式）が施工すること。
※建設業法上認められる場合を含む

・建設業許可を受けていない業者が施工
する場合
（建設業法上認められる場合を除く）

住
宅
の
要
件

施工者
の要件

県税の
納 税

８ 申請者が県税を滞納していないこと。

６ 令和６(202４)年３月８日までに事業完了（造作材
の施工完了）し、同日までに実績報告を提出できること。


